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○ 民法（明治２９年法律第８９号）

（成年）

第４条 年齢２０歳をもって、成年とする。

（未成年者の法律行為）

第５条 未成年者が法律行為をするには、その法定代理人の同意を得なけれ

ばならない。ただし、単に権利を得、又は義務を免れる法律行為について

は、この限りでない。

２ 前項の規定に反する法律行為は、取り消すことができる。

３ 第１項の規定にかかわらず、法定代理人が目的を定めて処分を許した財

産は、その目的の範囲内において、未成年者が自由に処分することができ

る。目的を定めないで処分を許した財産を処分するときも、同様とする。

（親権者）

第８１８条 成年に達しない子は、父母の親権に服する。

２・３ （略）

（監護及び教育の権利義務）

第８２０条 親権を行う者は、子の利益のために子の監護及び教育をする権

利を有し、義務を負う。

○ 公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）

（選挙権）

第９条 日本国民で年齢満１８年以上の者は、衆議院議員及び参議院議員の

選挙権を有する。

２～７ （略）

○ 日本国憲法の改正手続に関する法律（平成１９年法律第５１号）

（趣旨）

第１条 この法律は、日本国憲法第９６条に定める日本国憲法の改正（以下

「憲法改正」という。）について、国民の承認に係る投票（以下「国民投

票」という。）に関する手続を定めるとともに、あわせて憲法改正の発議

に係る手続の整備を行うものとする。

（投票権）

第３条 日本国民で年齢満１８年以上の者は、国民投票の投票権を有する。
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○ 少年法（昭和２３年法律第１６８号）

（この法律の目的）

第１条 この法律は、少年の健全な育成を期し、非行のある少年に対して性

格の矯正及び環境の調整に関する保護処分を行うとともに、少年の刑事事

件について特別の措置を講ずることを目的とする。

（少年、成人、保護者）

第２条 この法律で「少年」とは、２０歳に満たない者をいい、「成人」と

は、満２０歳以上の者をいう。

２ （略）

（審判に付すべき少年）

第３条 次に掲げる少年は、これを家庭裁判所の審判に付する。

一 罪を犯した少年

二 １４歳に満たないで刑罰法令に触れる行為をした少年

三 次に掲げる事由があつて、その性格又は環境に照して、将来、罪を犯

し、又は刑罰法令に触れる行為をする虞のある少年

イ 保護者の正当な監督に服しない性癖のあること。

ロ 正当の理由がなく家庭に寄り附かないこと。

ハ 犯罪性のある人若しくは不道徳な人と交際し、又はいかがわしい場

所に出入すること。

ニ 自己又は他人の徳性を害する行為をする性癖のあること。

２ 家庭裁判所は、前項第２号に掲げる少年及び同項第３号に掲げる少年で

１４歳に満たない者については、都道府県知事又は児童相談所長から送致

を受けたときに限り、これを審判に付することができる。

（事件の調査）

第８条 家庭裁判所は、第６条第１項の通告又は前条第１項の報告により、

審判に付すべき少年があると思料するときは、事件について調査しなけれ

ばならない。検察官、司法警察員、警察官、都道府県知事又は児童相談所

長から家庭裁判所の審判に付すべき少年事件の送致を受けたときも、同様

とする。

２ 家庭裁判所は、家庭裁判所調査官に命じて、少年、保護者又は参考人の

取調その他の必要な調査を行わせることができる。

（調査の方針）
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第９条 前条の調査は、なるべく、少年、保護者又は関係人の行状、経歴、

素質、環境等について、医学、心理学、教育学、社会学その他の専門的智

識特に少年鑑別所の鑑別の結果を活用して、これを行うように努めなけれ

ばならない。

（観護の措置）

第１７条 家庭裁判所は、審判を行うため必要があるときは、決定をもつて、

次に掲げる観護の措置をとることができる。

一 家庭裁判所調査官の観護に付すること。

二 少年鑑別所に送致すること。

２～１０ （略）

（審判を開始しない旨の決定）

第１９条 家庭裁判所は、調査の結果、審判に付することができず、又は審

判に付するのが相当でないと認めるときは、審判を開始しない旨の決定を

しなければならない。

２ 家庭裁判所は、調査の結果、本人が２０歳以上であることが判明したと

きは、前項の規定にかかわらず、決定をもつて、事件を管轄地方裁判所に

対応する検察庁の検察官に送致しなければならない。

（検察官への送致）

第２０条 家庭裁判所は、死刑、懲役又は禁錮に当たる罪の事件について、

調査の結果、その罪質及び情状に照らして刑事処分を相当と認めるときは、

決定をもつて、これを管轄地方裁判所に対応する検察庁の検察官に送致し

なければならない。

２ 前項の規定にかかわらず、家庭裁判所は、故意の犯罪行為により被害者

を死亡させた罪の事件であつて、その罪を犯すとき１６歳以上の少年に係

るものについては、同項の決定をしなければならない。ただし、調査の結

果、犯行の動機及び態様、犯行後の情況、少年の性格、年齢、行状及び環

境その他の事情を考慮し、刑事処分以外の措置を相当と認めるときは、こ

の限りでない。

（審判開始の決定）

第２１条 家庭裁判所は、調査の結果、審判を開始するのが相当であると認

めるときは、その旨の決定をしなければならない。

（審判の方式）
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第２２条 審判は、懇切を旨として、和やかに行うとともに、非行のある少

年に対し自己の非行について内省を促すものとしなければならない。

２ 審判は、これを公開しない。

３ 審判の指揮は、裁判長が行う。

（審判開始後保護処分に付しない場合）

第２３条 家庭裁判所は、審判の結果、第１８条又は第２０条にあたる場合

であると認めるときは、それぞれ、所定の決定をしなければならない。

２ 家庭裁判所は、審判の結果、保護処分に付することができず、又は保護

処分に付する必要がないと認めるときは、その旨の決定をしなければなら

ない。

３ 第１９条第２項の規定は、家庭裁判所の審判の結果、本人が２０歳以上

であることが判明した場合に準用する。

（保護処分の決定）

第２４条 家庭裁判所は、前条の場合を除いて、審判を開始した事件につき、

決定をもつて、次に掲げる保護処分をしなければならない。ただし、決定

の時に１４歳に満たない少年に係る事件については、特に必要と認める場

合に限り、第３号の保護処分をすることができる。

一 保護観察所の保護観察に付すること。

二 児童自立支援施設又は児童養護施設に送致すること。

三 少年院に送致すること。

２ 前項第１号及び第３号の保護処分においては、保護観察所の長をして、

家庭その他の環境調整に関する措置を行わせることができる。

（家庭裁判所調査官の観察）

第２５条 家庭裁判所は、第２４条第１項の保護処分を決定するため必要が

あると認めるときは、決定をもつて、相当の期間、家庭裁判所調査官の観

察に付することができる。

２ 家庭裁判所は、前項の観察とあわせて、次に掲げる措置をとることがで

きる。

一 遵守事項を定めてその履行を命ずること。

二 条件を附けて保護者に引き渡すこと。

三 適当な施設、団体又は個人に補導を委託すること。

（保護者に対する措置）

第２５条の２ 家庭裁判所は、必要があると認めるときは、保護者に対し、
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少年の監護に関する責任を自覚させ、その非行を防止するため、調査又は

審判において、自ら訓戒、指導その他の適当な措置をとり、又は家庭裁判

所調査官に命じてこれらの措置をとらせることができる。

（保護観察中の者に対する措置）

第２６条の４ 更生保護法（平成１９年法律第８８号）第６７条第２項の申

請があつた場合において、家庭裁判所は、審判の結果、第２４条第１項第

１号の保護処分を受けた者がその遵守すべき事項を遵守せず、同法第６７

条第１項の警告を受けたにもかかわらず、なお遵守すべき事項を遵守しな

かつたと認められる事由があり、その程度が重く、かつ、その保護処分に

よつては本人の改善及び更生を図ることができないと認めるときは、決定

をもつて、第２４条第１項第２号又は第３号の保護処分をしなければなら

ない。

２ 家庭裁判所は、前項の規定により２０歳以上の者に対して第２４条第１

項第３号の保護処分をするときは、その決定と同時に、本人が２３歳を超

えない期間内において、少年院に収容する期間を定めなければならない。

３ 前項に定めるもののほか、第１項の規定による保護処分に係る事件の手

続は、その性質に反しない限り、第２４条第１項の規定による保護処分に

係る事件の手続の例による。

（司法警察員の送致）

第４１条 司法警察員は、少年の被疑事件について捜査を遂げた結果、罰金

以下の刑にあたる犯罪の嫌疑があるものと思料するときは、これを家庭裁

判所に送致しなければならない。犯罪の嫌疑がない場合でも、家庭裁判所

の審判に付すべき事由があると思料するときは、同様である。

（検察官の送致）

第４２条 検察官は、少年の被疑事件について捜査を遂げた結果、犯罪の嫌

疑があるものと思料するときは、第４５条第５号本文に規定する場合を除

いて、これを家庭裁判所に送致しなければならない。犯罪の嫌疑がない場

合でも、家庭裁判所の審判に付すべき事由があると思料するときは、同様

である。

２ 前項の場合においては、刑事訴訟法の規定に基づく裁判官による被疑者

についての弁護人の選任は、その効力を失う。

（検察官へ送致後の取扱い）

第４５条 家庭裁判所が、第２０条の規定によつて事件を検察官に送致した
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ときは、次の例による。

一～四 （略）

五 検察官は、家庭裁判所から送致を受けた事件について、公訴を提起す

るに足りる犯罪の嫌疑があると思料するときは、公訴を提起しなければ

ならない。ただし、送致を受けた事件の一部について公訴を提起するに

足りる犯罪の嫌疑がないか、又は犯罪の情状等に影響を及ぼすべき新た

な事情を発見したため、訴追を相当でないと思料するときは、この限り

でない。送致後の情況により訴追を相当でないと思料するときも、同様

である。

六・七 （略）

（保護処分等の効力）

第４６条 罪を犯した少年に対して第２４条第１項の保護処分がなされたと

きは、審判を経た事件について、刑事訴追をし、又は家庭裁判所の審判に

付することができない。

２ 第２２条の２第１項の決定がされた場合において、同項の決定があつた

事件につき、審判に付すべき事由の存在が認められないこと又は保護処分

に付する必要がないことを理由とした保護処分に付さない旨の決定が確定

したときは、その事件についても、前項と同様とする。

３ （略）

（勾留）

第４８条 勾留状は、やむを得ない場合でなければ、少年に対して、これを

発することはできない。

２ 少年を勾留する場合には、少年鑑別所にこれを拘禁することができる。

３ （略）

（死刑と無期刑の緩和）

第５１条 罪を犯すとき１８歳に満たない者に対しては、死刑をもつて処断

すべきときは、無期刑を科する。

２ 罪を犯すとき１８歳に満たない者に対しては、無期刑をもつて処断すべ

きときであつても、有期の懲役又は禁錮を科することができる。この場合

において、その刑は、１０年以上２０年以下において言い渡す。

（不定期刑）

第５２条 少年に対して有期の懲役又は禁錮をもつて処断すべきときは、処

断すべき刑の範囲内において、長期を定めるとともに、長期の２分の１（長
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期が１０年を下回るときは、長期から５年を減じた期間。次項において同

じ。）を下回らない範囲内において短期を定めて、これを言い渡す。この

場合において、長期は１５年、短期は１０年を超えることはできない。

２ 前項の短期については、同項の規定にかかわらず、少年の改善更生の可

能性その他の事情を考慮し特に必要があるときは、処断すべき刑の短期の

２分の１を下回らず、かつ、長期の２分の１を下回らない範囲内において、

これを定めることができる。この場合においては、刑法第１４条第２項の

規定を準用する。

３ 刑の執行猶予の言渡をする場合には、前２項の規定は、これを適用しな

い。

（家庭裁判所への移送）

第５５条 裁判所は、事実審理の結果、少年の被告人を保護処分に付するの

が相当であると認めるときは、決定をもつて、事件を家庭裁判所に移送し

なければならない。

（懲役又は禁錮の執行）

第５６条 懲役又は禁錮の言渡しを受けた少年（第３項の規定により少年院

において刑の執行を受ける者を除く。）に対しては、特に設けた刑事施設

又は刑事施設若しくは留置施設内の特に分界を設けた場所において、その

刑を執行する。

２ 本人が満２０歳に達した後でも、満２６歳に達するまでは、前項の規定

による執行を継続することができる。

３ 懲役又は禁錮の言渡しを受けた１６歳に満たない少年に対しては、刑法

第１２条第２項又は第１３条第２項の規定にかかわらず、１６歳に達する

までの間、少年院において、その刑を執行することができる。この場合に

おいて、その少年には、矯正教育を授ける。

（仮釈放）

第５８条 少年のとき懲役又は禁錮の言渡しを受けた者については、次の期

間を経過した後、仮釈放をすることができる。

一 無期刑については７年

二 第５１条第２項の規定により言い渡した有期の刑については、その刑

期の３分の１

三 第５２条第１項又は同条第１項及び第２項の規定により言い渡した刑

については、その刑の短期の３分の１
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２ 第５１条第１項の規定により無期刑の言渡しを受けた者については、前

項第１号の規定は適用しない。

（仮釈放期間の終了）

第５９条 少年のとき無期刑の言渡しを受けた者が、仮釈放後、その処分を

取り消されないで十年を経過したときは、刑の執行を受け終わつたものと

する。

２ 少年のとき第５１条第２項又は第５２条第１項若しくは同条第１項及び

第２項の規定により有期の刑の言渡しを受けた者が、仮釈放後、その処分

を取り消されないで仮釈放前に刑の執行を受けた期間と同一の期間又は第

５１条第２項の刑期若しくは第５２条第１項の長期を経過したときは、そ

のいずれか早い時期において、刑の執行を受け終わつたものとする。

（記事等の掲載の禁止）

第６１条 家庭裁判所の審判に付された少年又は少年のとき犯した罪により

公訴を提起された者については、氏名、年齢、職業、住居、容ぼう等によ

りその者が当該事件の本人であることを推知することができるような記事

又は写真を新聞紙その他の出版物に掲載してはならない。

○ 刑法（明治４０年法律第４５号）

（刑の種類）

第９条 死刑、懲役、禁錮、罰金、拘留及び科料を主刑とし、没収を付加刑

とする。

（懲役）

第１２条 懲役は、無期及び有期とし、有期懲役は、１月以上２０年以下と

する。

２ 懲役は、刑事施設に拘置して所定の作業を行わせる。

（禁錮）

第１３条 禁錮は、無期及び有期とし、有期禁錮は、１月以上２０年以下と

する。

２ 禁錮は、刑事施設に拘置する。

（刑の全部の執行猶予）

第２５条 次に掲げる者が３年以下の懲役若しくは禁錮又は５０万円以下の

罰金の言渡しを受けたときは、情状により、裁判が確定した日から１年以
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上５年以下の期間、その刑の全部の執行を猶予することができる。

一 前に禁錮以上の刑に処せられたことがない者

二 前に禁錮以上の刑に処せられたことがあっても、その執行を終わった

日又はその執行の免除を得た日から５年以内に禁錮以上の刑に処せられ

たことがない者

２ 前に禁錮以上の刑に処せられたことがあってもその刑の全部の執行を猶

予された者が１年以下の懲役又は禁錮の言渡しを受け、情状に特に酌量す

べきものがあるときも、前項と同様とする。ただし、次条第１項の規定に

より保護観察に付せられ、その期間内に更に罪を犯した者については、こ

の限りでない。

（刑の全部の執行猶予中の保護観察）

第２５条の２ 前条第１項の場合においては猶予の期間中保護観察に付する

ことができ、同条第２項の場合においては猶予の期間中保護観察に付する。

２ 前項の規定により付せられた保護観察は、行政官庁の処分によって仮に

解除することができる。

３ 前項の規定により保護観察を仮に解除されたときは、前条第２項ただし

書及び第２６条の２第２号の規定の適用については、その処分を取り消さ

れるまでの間は、保護観察に付せられなかったものとみなす。

（刑の全部の執行猶予の必要的取消し）

第２６条 次に掲げる場合においては、刑の全部の執行猶予の言渡しを取り

消さなければならない。ただし、第３号の場合において、猶予の言渡しを

受けた者が第２５条第１項第２号に掲げる者であるとき、又は次条第３号

に該当するときは、この限りでない。

一 猶予の期間内に更に罪を犯して禁錮以上の刑に処せられ、その刑の全

部について執行猶予の言渡しがないとき。

二 猶予の言渡し前に犯した他の罪について禁錮以上の刑に処せられ、そ

の刑の全部について執行猶予の言渡しがないとき。

三 猶予の言渡し前に他の罪について禁錮以上の刑に処せられたことが発

覚したとき。

（刑の全部の執行猶予の裁量的取消し）

第２６条の２ 次に掲げる場合においては、刑の全部の執行猶予の言渡しを

取り消すことができる。

一 猶予の期間内に更に罪を犯し、罰金に処せられたとき。
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二 第２５条の２第１項の規定により保護観察に付せられた者が遵守すべ

き事項を遵守せず、その情状が重いとき。

三 猶予の言渡し前に他の罪について禁錮以上の刑に処せられ、その刑の

全部の執行を猶予されたことが発覚したとき。

（仮釈放）

第２８条 懲役又は禁錮に処せられた者に改悛の状があるときは、有期刑に

ついてはその刑期の３分の１を、無期刑については１０年を経過した後、

行政官庁の処分によって仮に釈放することができる。

（仮釈放の取消し等）

第２９条 次に掲げる場合においては、仮釈放の処分を取り消すことができ

る。

一 仮釈放中に更に罪を犯し、罰金以上の刑に処せられたとき。

二 仮釈放前に犯した他の罪について罰金以上の刑に処せられたとき。

三 仮釈放前に他の罪について罰金以上の刑に処せられた者に対し、その

刑の執行をすべきとき。

四 仮釈放中に遵守すべき事項を遵守しなかったとき。

２ 刑の一部の執行猶予の言渡しを受け、その刑について仮釈放の処分を受

けた場合において、当該仮釈放中に当該執行猶予の言渡しを取り消された

ときは、その処分は、効力を失う。

３ 仮釈放の処分を取り消したとき、又は前項の規定により仮釈放の処分が

効力を失ったときは、釈放中の日数は、刑期に算入しない。

○ 刑事収容施設及び被収容者等の処遇に関する法律（平成１７年法律第５

０号）

（目的）

第１条 この法律は、刑事収容施設（刑事施設、留置施設及び海上保安留置

施設をいう。）の適正な管理運営を図るとともに、被収容者、被留置者及

び海上保安被留置者の人権を尊重しつつ、これらの者の状況に応じた適切

な処遇を行うことを目的とする。

（受刑者の処遇の原則）

第３０条 受刑者の処遇は、その者の資質及び環境に応じ、その自覚に訴え、

改善更生の意欲の喚起及び社会生活に適応する能力の育成を図ることを旨

として行うものとする。
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（遵守事項等）

第７４条 刑事施設の長は、被収容者が遵守すべき事項（以下この章におい

て「遵守事項」という。）を定める。

２ 遵守事項は、被収容者としての地位に応じ、次に掲げる事項を具体的に

定めるものとする。

一～八 （略）

九 正当な理由なく、第９２条若しくは第９３条に規定する作業を怠り、

又は第８５条第１項各号、第１０３条若しくは第１０４条に規定する指

導を拒んではならないこと。

十・十一 （略）

３ （略）

（矯正処遇）

第８４条 受刑者には、矯正処遇として、第９２条又は第９３条に規定する

作業を行わせ、並びに第１０３条及び第１０４条に規定する指導を行う。

２ 矯正処遇は、処遇要領（矯正処遇の目標並びにその基本的な内容及び方

法を受刑者ごとに定める矯正処遇の実施の要領をいう。以下この条におい

て同じ。）に基づいて行うものとする。

３ 処遇要領は、法務省令で定めるところにより、刑事施設の長が受刑者の

資質及び環境の調査の結果に基づき定めるものとする。

４ 処遇要領は、必要に応じ、受刑者の希望を参酌して定めるものとする。

これを変更しようとするときも、同様とする。

５ 矯正処遇は、必要に応じ、医学、心理学、教育学、社会学その他の専門

的知識及び技術を活用して行うものとする。

（刑執行開始時及び釈放前の指導等）

第８５条 受刑者には、矯正処遇を行うほか、次の各号に掲げる期間におい

て、当該各号に定める指導を行う。

一 刑の執行開始後の法務省令で定める期間 受刑の意義その他矯正処遇

の実施の基礎となる事項並びに刑事施設における生活及び行動に関する

指導

二 釈放前における法務省令で定める期間 釈放後の社会生活において直

ちに必要となる知識の付与その他受刑者の帰住及び釈放後の生活に関す

る指導

２ 前項第２号に掲げる期間における受刑者の処遇は、できる限り、これに

ふさわしい設備と環境を備えた場所で行うものとし、必要に応じ、第１０
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６条第１項の規定による外出又は外泊を許し、その他円滑な社会復帰を図

るため必要な措置を執るものとする。

３ 刑事施設の長は、法務省令で定める基準に従い、第１項各号に定める指

導を行う日及び時間を定める。

（刑事施設外処遇）

第８７条 矯正処遇等は、その効果的な実施を図るため必要な限度において、

刑事施設の外の適当な場所で行うことができる。

（制限の緩和）

第８８条 受刑者の自発性及び自律性を涵養するため、刑事施設の規律及び

秩序を維持するための受刑者の生活及び行動に対する制限は、法務省令で

定めるところにより、第３０条の目的を達成する見込みが高まるに従い、

順次緩和されるものとする。

２ 前項の場合において、第３０条の目的を達成する見込みが特に高いと認

められる受刑者の処遇は、法務省令で定めるところにより、開放的施設（収

容を確保するため通常必要とされる設備又は措置の一部を設けず、又は講

じない刑事施設の全部又は一部で法務大臣が指定するものをいう。以下同

じ。）で行うことができる。

（社会との連携）

第９０条 刑事施設の長は、受刑者の処遇を行うに当たり必要があると認め

るときは、受刑者の親族、民間の篤志家、関係行政機関その他の者に対し、

協力を求めるものとする。

２ 前項の協力をした者は、その協力を行うに当たって知り得た受刑者に関

する秘密を漏らしてはならない。

（公務所等への照会）

第９１条 刑事施設の長は、受刑者の資質及び環境の調査のため必要がある

ときは、公務所又は公私の団体に照会して必要な事項の報告を求めること

ができる。

（懲役受刑者の作業）

第９２条 懲役受刑者（刑事施設に収容されているものに限る。以下この節

において同じ。）に行わせる作業は、懲役受刑者ごとに、刑事施設の長が

指定する。
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（禁錮受刑者等の作業）

第９３条 刑事施設の長は、禁錮受刑者（刑事施設に収容されているものに

限る。以下この節において同じ。）又は拘留受刑者（刑事施設に収容され

ているものに限る。）が刑事施設の長の指定する作業を行いたい旨の申出

をした場合には、法務省令で定めるところにより、その作業を行うことを

許すことができる。

（作業の実施）

第９４条 作業は、できる限り、受刑者の勤労意欲を高め、これに職業上有

用な知識及び技能を習得させるように実施するものとする。

２ 受刑者に職業に関する免許若しくは資格を取得させ、又は職業に必要な

知識及び技能を習得させる必要がある場合において、相当と認めるときは、

これらを目的とする訓練を作業として実施する。

（作業の条件等）

第９５条 刑事施設の長は、法務省令で定める基準に従い、１日の作業時間

及び作業を行わない日を定める。

２ 刑事施設の長は、作業を行う受刑者の安全及び衛生を確保するため必要

な措置を講じなければならない。

３ 受刑者は、前項の規定により刑事施設の長が講ずる措置に応じて、必要

な事項を守らなければならない。

４ 第２項の規定により刑事施設の長が講ずべき措置及び前項の規定により

受刑者が守らなければならない事項は、労働安全衛生法（昭和４７年法律

第５７号）その他の法令に定める労働者の安全及び衛生を確保するため事

業者が講ずべき措置及び労働者が守らなければならない事項に準じて、法

務大臣が定める。

（外部通勤作業）

第９６条 刑事施設の長は、刑法第２８条（国際受刑者移送法第２１条にお

いて読み替えて適用する場合を含む。）、少年法第５８条又は国際受刑者移

送法第２２条の規定により仮釈放を許すことができる期間を経過した懲役

受刑者又は禁錮受刑者が、第８８条第２項の規定により開放的施設におい

て処遇を受けていることその他の法務省令で定める事由に該当する場合に

おいて、その円滑な社会復帰を図るため必要があるときは、刑事施設の職

員の同行なしに、その受刑者を刑事施設の外の事業所（以下この条におい

て「外部事業所」という。）に通勤させて作業を行わせることができる。
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２ 前項の規定による作業（以下「外部通勤作業」という。）は、外部事業

所の業務に従事し、又は外部事業所が行う職業訓練を受けることによって

行う。

３ 受刑者に外部通勤作業を行わせる場合には、刑事施設の長は、法務省令

で定めるところにより、当該外部事業所の事業主（以下この条において「外

部事業主」という。）との間において、受刑者の行う作業の種類、作業時

間、受刑者の安全及び衛生を確保するため必要な措置その他外部通勤作業

の実施に関し必要な事項について、取決めを行わなければならない。

４ 刑事施設の長は、受刑者に外部通勤作業を行わせる場合には、あらかじ

め、その受刑者が外部通勤作業に関し遵守すべき事項（以下この条におい

て「特別遵守事項」という。）を定め、これをその受刑者に告知するもの

とする。

５ 特別遵守事項は、次に掲げる事項を具体的に定めるものとする。

一 指定された経路及び方法により移動しなければならないこと。

二 指定された時刻までに刑事施設に帰着しなければならないこと。

三 正当な理由なく、外部通勤作業を行う場所以外の場所に立ち入っては

ならないこと。

四 外部事業主による作業上の指示に従わなければならないこと。

五 正当な理由なく、犯罪性のある者その他接触することにより矯正処遇

の適切な実施に支障を生ずるおそれがある者と接触してはならないこ

と。

６ 刑事施設の長は、外部通勤作業を行う受刑者が遵守事項又は特別遵守事

項を遵守しなかった場合その他外部通勤作業を不適当とする事由があると

認める場合には、これを中止することができる。

（改善指導）

第１０３条 刑事施設の長は、受刑者に対し、犯罪の責任を自覚させ、健康

な心身を培わせ、並びに社会生活に適応するのに必要な知識及び生活態度

を習得させるため必要な指導を行うものとする。

２ 次に掲げる事情を有することにより改善更生及び円滑な社会復帰に支障

があると認められる受刑者に対し前項の指導を行うに当たっては、その事

情の改善に資するよう特に配慮しなければならない。

一 麻薬、覚せい剤その他の薬物に対する依存があること。

二 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第２条第６号に規定する暴力団員であること。

三 その他法務省令で定める事情
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（教科指導）

第１０４条 刑事施設の長は、社会生活の基礎となる学力を欠くことにより

改善更生及び円滑な社会復帰に支障があると認められる受刑者に対して

は、教科指導（学校教育法（昭和２２年法律第２６号）による学校教育の

内容に準ずる内容の指導をいう。次項において同じ。）を行うものとする。

２ 刑事施設の長は、前項に規定するもののほか、学力の向上を図ることが

円滑な社会復帰に特に資すると認められる受刑者に対し、その学力の状況

に応じた教科指導を行うことができる。

（指導の日及び時間）

第１０５条 刑事施設の長は、法務省令で定める基準に従い、前２条の規定

による指導を行う日及び時間を定める。

（外出及び外泊）

第１０６条 刑事施設の長は、刑法第２８条（国際受刑者移送法第２１条に

おいて読み替えて適用する場合を含む。）、少年法第５８条又は国際受刑者

移送法第２２条の規定により仮釈放を許すことができる期間を経過した懲

役受刑者又は禁錮受刑者が、第８８条第２項の規定により開放的施設にお

いて処遇を受けていることその他の法務省令で定める事由に該当する場合

において、その円滑な社会復帰を図るため、刑事施設の外において、その

者が、釈放後の住居又は就業先の確保その他の一身上の重要な用務を行い、

更生保護に関係のある者を訪問し、その他その釈放後の社会生活に有用な

体験をする必要があると認めるときは、刑事施設の職員の同行なしに、外

出し、又は７日以内の期間を定めて外泊することを許すことができる。た

だし、外泊については、その受刑者に係る刑が６月以上執行されている場

合に限る。

２ 第９６条第４項、第５項（第４号を除く。）及び第６項の規定は、前項

の規定による外出及び外泊について準用する。

（懲罰の要件等）

第１５０条 刑事施設の長は、被収容者が、遵守事項若しくは第９６条第４

項（第１０６条第２項において準用する場合を含む。）に規定する特別遵

守事項を遵守せず、又は第７４条第３項の規定に基づき刑事施設の職員が

行った指示に従わなかった場合には、その被収容者に懲罰を科することが

できる。

２ 懲罰を科するに当たっては、懲罰を科せられるべき行為（以下この節に
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おいて「反則行為」という。）をした被収容者の年齢、心身の状態及び行

状、反則行為の性質、軽重、動機及び刑事施設の運営に及ぼした影響、反

則行為後におけるその被収容者の態度、受刑者にあっては懲罰がその者の

改善更生に及ぼす影響その他の事情を考慮しなければならない。

３ 懲罰は、反則行為を抑制するのに必要な限度を超えてはならない。

○ 少年院法（平成２６年法律第５８号）

（処遇の原則）

第１５条 在院者の処遇は、その人権を尊重しつつ、明るく規則正しい環境

の下で、その健全な心身の成長を図るとともに、その自覚に訴えて改善更

生の意欲を喚起し、並びに自主、自律及び協同の精神を養うことに資する

よう行うものとする。

２ 在院者の処遇に当たっては、医学、心理学、教育学、社会学その他の専

門的知識及び技術を活用するとともに、個々の在院者の性格、年齢、経歴、

心身の状況及び発達の程度、非行の状況、家庭環境、交友関係その他の事

情を踏まえ、その者の最善の利益を考慮して、その者に対する処遇がその

特性に応じたものとなるようにしなければならない。

第２３条 矯正教育は、在院者の犯罪的傾向を矯正し、並びに在院者に対し、

健全な心身を培わせ、社会生活に適応するのに必要な知識及び能力を習得

させることを目的とする。

２ 矯正教育を行うに当たっては、在院者の特性に応じ、次節に規定する指

導を適切に組み合わせ、体系的かつ組織的にこれを行うものとする。

（生活指導）

第２４条 少年院の長は、在院者に対し、善良な社会の一員として自立した

生活を営むための基礎となる知識及び生活態度を習得させるため必要な生

活指導を行うものとする。

２ 将来の進路を定めていない在院者に対し前項の生活指導を行うに当たっ

ては、その特性に応じた将来の進路を選択する能力の習得に資するよう特

に配慮しなければならない。

３ 次に掲げる事情を有する在院者に対し第１項の生活指導を行うに当たっ

ては、その事情の改善に資するよう特に配慮しなければならない。

一 犯罪又は刑罰法令に触れる行為により害を被った者及びその家族又は

遺族の心情を理解しようとする意識が低いこと。

二 麻薬、覚醒剤その他の薬物に対する依存があること。
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三 その他法務省令で定める事情

（職業指導）

第２５条 少年院の長は、在院者に対し、勤労意欲を高め、職業上有用な知

識及び技能を習得させるため必要な職業指導を行うものとする。

２ 前項の職業指導の実施による収入があるときは、その収入は、国庫に帰

属する。

３ 少年院の長は、第１項の職業指導を受けた在院者に対しては、出院の際

に、法務大臣が定める基準に従い算出した金額の範囲内で、職業上有用な

知識及び技能の習得の状況その他の事情を考慮して相当と認められる金額

の報奨金（次項において「職業能力習得報奨金」という。）を支給するこ

とができる。

４ 少年院の長は、在院者がその出院前に職業能力習得報奨金の支給を受け

たい旨の申出をした場合において、その使用の目的が、第６７条第１項第

１号に規定する自弁物品等の購入その他相当なものであると認めるとき

は、前項の規定にかかわらず、法務省令で定めるところにより、その時に

出院したとするならばその在院者に支給することができる職業能力習得報

奨金に相当する金額の範囲内で、申出の額の全部又は一部の金額を支給す

ることができる。この場合には、その支給額に相当する金額を同項の規定

により支給することができる職業能力習得報奨金の金額から減額する。

（教科指導）

第２６条 少年院の長は、学校教育法（昭和２２年法律第２６号）に定める

義務教育を終了しない在院者その他の社会生活の基礎となる学力を欠くこ

とにより改善更生及び円滑な社会復帰に支障があると認められる在院者に

対しては、教科指導（同法による学校教育の内容に準ずる内容の指導をい

う。以下同じ。）を行うものとする。

２ 少年院の長は、前項に規定するもののほか、学力の向上を図ることが円

滑な社会復帰に特に資すると認められる在院者に対し、その学力の状況に

応じた教科指導を行うことができる。

（学校の教育課程に準ずる教育の教科指導）

第２７条 教科指導により学校教育法第１条に規定する学校（以下単に「学

校」という。）のうち、いずれかの学校の教育課程に準ずる教育の全部又

は一部を修了した在院者は、その修了に係る教育の範囲に応じて当該教育

課程の全部又は一部を修了したものとみなす。



- 18 -

２ 少年院の長は、学校の教育課程に準ずる教育について教科指導を行う場

合には、当該教科指導については、文部科学大臣の勧告に従わなければな

らない。

（体育指導）

第２８条 少年院の長は、在院者に対し、善良な社会の一員として自立した

生活を営むための基礎となる健全な心身を培わせるため必要な体育指導を

行うものとする。

（特別活動指導）

第２９条 少年院の長は、在院者に対し、その情操を豊かにし、自主、自律

及び協同の精神を養うことに資する社会貢献活動、野外活動、運動競技、

音楽、演劇その他の活動の実施に関し必要な指導を行うものとする。

（２０歳退院及び収容継続）

第１３７条 少年院の長は、保護処分在院者が２０歳に達したときは退院さ

せるものとし、２０歳に達した日の翌日にその者を出院させなければなら

ない。ただし、少年法第２４条第１項第３号の保護処分に係る同項の決定

のあった日から起算して１年を経過していないときは、その日から起算し

て１年間に限り、その収容を継続することができる。

２ 更生保護法第７２条第２項前段の規定により家庭裁判所が少年院に収容

する期間を定めた保護処分在院者については、前項の規定は適用しない。

（２３歳までの収容継続）

第１３８条 少年院の長は、次の各号に掲げる保護処分在院者について、そ

の者の心身に著しい障害があり、又はその犯罪的傾向が矯正されていない

ため、それぞれ当該各号に定める日を超えてその収容を継続することが相

当であると認めるときは、その者を送致した家庭裁判所に対し、その収容

を継続する旨の決定の申請をしなければならない。

一 前条第１項本文の規定により退院させるものとされる者 ２０歳に達

した日

二 前条第１項ただし書の規定により少年院に収容することができる期間

又は家庭裁判所が次項、少年法第２６条の４第２項若しくは更生保護法

第６８条第３項若しくは第７２条第２項の規定により定めた少年院に収

容する期間（当該期間の末日が２３歳に達した日である場合を除く。）

が満了する者 当該期間の末日
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２ 前項の申請を受けた家庭裁判所は、当該申請に係る保護処分在院者につ

いて、その申請に理由があると認めるときは、その収容を継続する旨の決

定をしなければならない。この場合においては、当該決定と同時に、その

者が２３歳を超えない期間の範囲内で、少年院に収容する期間を定めなけ

ればならない。

３ 家庭裁判所は、前項の決定に係る事件の審理に当たっては、医学、心理

学、教育学、社会学その他の専門的知識を有する者及び第１項の申請に係

る保護処分在院者を収容している少年院の職員の意見を聴かなければなら

ない。

４ 少年院の長は、第１項の申請に係る家庭裁判所の決定の通知を受けるま

での間、当該申請に係る保護処分在院者の収容を継続することができる。

５ 前３項に定めるもののほか、第２項の決定に係る事件の手続は、その性

質に反しない限り、少年の保護処分に係る事件の手続の例による。

（２３歳を超える収容継続）

第１３９条 少年院の長は、次の各号に掲げる保護処分在院者について、そ

の者の精神に著しい障害があり、医療に関する専門的知識及び技術を踏ま

えて矯正教育を継続して行うことが特に必要であるため、それぞれ当該各

号に定める日を超えてその収容を継続することが相当であると認めるとき

は、その者を送致した家庭裁判所に対し、その収容を継続する旨の決定の

申請をしなければならない。

一 家庭裁判所が前条第２項、少年法第２６条の４第２項又は更生保護法

第６８条第３項若しくは第７２条第２項の規定により定めた少年院に収

容する期間が２３歳に達した日に満了する者 ２３歳に達した日

二 家庭裁判所が次項又は更生保護法第７２条第３項の規定により定めた

少年院に収容する期間（当該期間の末日が２６歳に達した日である場合

を除く。）が満了する者 当該期間の末日

２ 前項の申請を受けた家庭裁判所は、当該申請に係る保護処分在院者につ

いて、その申請に理由があると認めるときは、その収容を継続する旨の決

定をしなければならない。この場合においては、当該決定と同時に、その

者が２６歳を超えない期間の範囲内で、少年院に収容する期間を定めなけ

ればならない。

３ 前条第３項から第５項までの規定は、前項の決定に係る事件の手続につ

いて準用する。この場合において、同条第３項及び第４項中「第１項」と

あるのは「次条第１項」と、同条第５項中「前３項」とあるのは「次条第

２項及び同条第３項において準用する前２項」と、「第２項」とあるのは
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「次条第２項」と読み替えるものとする。

○ 更生保護法（平成１９年法律第８８号）

（目的）

第１条 この法律は、犯罪をした者及び非行のある少年に対し、社会内にお

いて適切な処遇を行うことにより、再び犯罪をすることを防ぎ、又はその

非行をなくし、これらの者が善良な社会の一員として自立し、改善更生す

ることを助けるとともに、恩赦の適正な運用を図るほか、犯罪予防の活動

の促進等を行い、もって、社会を保護し、個人及び公共の福祉を増進する

ことを目的とする。

（仮釈放及び仮出場を許す処分）

第３９条 刑法第２８条の規定による仮釈放を許す処分及び同法第３０条の

規定による仮出場を許す処分は、地方委員会の決定をもってするものとす

る。

２ 地方委員会は、仮釈放又は仮出場を許す処分をするに当たっては、釈放

すべき日を定めなければならない。

３ 地方委員会は、仮釈放を許す処分をするに当たっては、第５１条第２項

第５号の規定により宿泊すべき特定の場所を定める場合その他特別の事情

がある場合を除き、第８２条第１項の規定による住居の調整の結果に基づ

き、仮釈放を許される者が居住すべき住居を特定するものとする。

４ 地方委員会は、第１項の決定をした場合において、当該決定を受けた者

について、その釈放までの間に、刑事施設の規律及び秩序を害する行為を

したこと、予定されていた釈放後の住居、就業先その他の生活環境に著し

い変化が生じたことその他その釈放が相当でないと認められる特別の事情

が生じたと認めるときは、仮釈放又は仮出場を許すか否かに関する審理を

再開しなければならない。この場合においては、当該決定は、その効力を

失う。

５ 第３６条の規定は、前項の規定による審理の再開に係る判断について準

用する。

（仮釈放中の保護観察）

第４０条 仮釈放を許された者は、仮釈放の期間中、保護観察に付する。

（仮退院を許す処分）

第４１条 地方委員会は、保護処分の執行のため少年院に収容されている者

について、少年院法 （平成２６年法律第５８号）第１６条に規定する処
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遇の段階が最高段階に達し、仮に退院させることが改善更生のために相当

であると認めるとき、その他仮に退院させることが改善更生のために特に

必要であると認めるときは、決定をもって、仮退院を許すものとする。

（準用）

第４２条 第３５条から第３８条まで、第３９条第２項から第５項まで及び

第４０条の規定は、少年院からの仮退院について準用する。この場合にお

いて、第３５条第１項中「前条」とあるのは「少年院法第１３５条」と、

第３８条第１項中「刑」とあるのは「保護処分」と、「犯罪」とあるのは

「犯罪若しくは刑罰法令に触れる行為」と読み替えるものとする。

（保護観察の対象者）

第４８条 次に掲げる者（以下「保護観察対象者」という。）に対する保護

観察の実施については、この章の定めるところによる。

一 少年法第２４条第１項第１号の保護処分に付されている者（以下「保

護観察処分少年」という。）

二 少年院からの仮退院を許されて第４２条において準用する第４０条の

規定により保護観察に付されている者（以下「少年院仮退院者」という。）

三 仮釈放を許されて第４０条の規定により保護観察に付されている者

（以下「仮釈放者」という。）

四 刑法第２５条の２第１項若しくは第２７条の３第１項又は薬物使用等

の罪を犯した者に対する刑の一部の執行猶予に関する法律第４条第１項

の規定により保護観察に付されている者（以下「保護観察付執行猶予者」

という。）

（保護観察の実施方法）

第４９条 保護観察は、保護観察対象者の改善更生を図ることを目的として、

第５７条及び第６５条の３第１項に規定する指導監督並びに第５８条に規

定する補導援護を行うことにより実施するものとする。

２ 保護観察処分少年又は少年院仮退院者に対する保護観察は、保護処分の

趣旨を踏まえ、その者の健全な育成を期して実施しなければならない。

（一般遵守事項）

第５０条 保護観察対象者は、次に掲げる事項（以下「一般遵守事項」とい

う。）を遵守しなければならない。

一 再び犯罪をすることがないよう、又は非行をなくすよう健全な生活態

度を保持すること。
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二 次に掲げる事項を守り、保護観察官及び保護司による指導監督を誠実

に受けること。

イ 保護観察官又は保護司の呼出し又は訪問を受けたときは、これに応

じ、面接を受けること。

ロ 保護観察官又は保護司から、労働又は通学の状況、収入又は支出の

状況、家庭環境、交友関係その他の生活の実態を示す事実であって指

導監督を行うため把握すべきものを明らかにするよう求められたとき

は、これに応じ、その事実を申告し、又はこれに関する資料を提示す

ること。

三 保護観察に付されたときは、速やかに、住居を定め、その地を管轄す

る保護観察所の長にその届出をすること（第３９条第３項（第４２条に

おいて準用する場合を含む。次号において同じ。）又は第７８条の２第

１項の規定により住居を特定された場合及び次条第２項第５号の規定に

より宿泊すべき特定の場所を定められた場合を除く。）。

四 前号の届出に係る住居（第３９条第３項又は第７８条の２第１項の規

定により住居を特定された場合には当該住居、次号の転居の許可を受け

た場合には当該許可に係る住居）に居住すること（次条第２項第５号の

規定により宿泊すべき特定の場所を定められた場合を除く。）。

五 転居又は７日以上の旅行をするときは、あらかじめ、保護観察所の長

の許可を受けること。

２ 刑法第２７条の３第１項又は薬物使用等の罪を犯した者に対する刑の一

部の執行猶予に関する法律第４条第１項の規定により保護観察に付する旨

の言渡しを受けた者（以下「保護観察付一部猶予者」という。）が仮釈放

中の保護観察に引き続きこれらの規定による保護観察に付されたときは、

第７８条の２第１項の規定により住居を特定された場合及び次条第２項第

５号の規定により宿泊すべき特定の場所を定められた場合を除き、仮釈放

中の保護観察の終了時に居住することとされていた前項第３号の届出に係

る住居（第３９条第３項の規定により住居を特定された場合には当該住居、

前項第五号の転居の許可を受けた場合には当該許可に係る住居）につき、

同項第３号の届出をしたものとみなす。

（特別遵守事項）

第５１条 保護観察対象者は、一般遵守事項のほか、遵守すべき特別の事項

（以下「特別遵守事項」という。）が定められたときは、これを遵守しな

ければならない。

２ 特別遵守事項は、次条に定める場合を除き、第５２条の定めるところに
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より、これに違反した場合に第７２条第１項、刑法第２６条の２、第２７

条の５及び第２９条第１項並びに少年法第２６条の４第１項に規定する処

分がされることがあることを踏まえ、次に掲げる事項について、保護観察

対象者の改善更生のために特に必要と認められる範囲内において、具体的

に定めるものとする。

一 犯罪性のある者との交際、いかがわしい場所への出入り、遊興による

浪費、過度の飲酒その他の犯罪又は非行に結び付くおそれのある特定の

行動をしてはならないこと。

二 労働に従事すること、通学することその他の再び犯罪をすることがな

く又は非行のない健全な生活態度を保持するために必要と認められる特

定の行動を実行し、又は継続すること。

三 ７日未満の旅行、離職、身分関係の異動その他の指導監督を行うため

事前に把握しておくことが特に重要と認められる生活上又は身分上の特

定の事項について、緊急の場合を除き、あらかじめ、保護観察官又は保

護司に申告すること。

四 医学、心理学、教育学、社会学その他の専門的知識に基づく特定の犯

罪的傾向を改善するための体系化された手順による処遇として法務大臣

が定めるものを受けること。

五 法務大臣が指定する施設、保護観察対象者を監護すべき者の居宅その

他の改善更生のために適当と認められる特定の場所であって、宿泊の用

に供されるものに一定の期間宿泊して指導監督を受けること。

六 善良な社会の一員としての意識の涵養及び規範意識の向上に資する地

域社会の利益の増進に寄与する社会的活動を一定の時間行うこと。

七 その他指導監督を行うため特に必要な事項

（特別遵守事項の設定及び変更）

第５２条 保護観察所の長は、保護観察処分少年について、法務省令で定め

るところにより、少年法第２４条第１項第１号の保護処分をした家庭裁判

所の意見を聴き、これに基づいて、特別遵守事項を定めることができる。

これを変更するときも、同様とする。

２ 地方委員会は、少年院仮退院者又は仮釈放者について、保護観察所の長

の申出により、法務省令で定めるところにより、決定をもって、特別遵守

事項を定めることができる。保護観察所の長の申出により、これを変更す

るときも、同様とする。

３ 前項の場合において、少年院からの仮退院又は仮釈放を許す旨の決定に

よる釈放の時までに特別遵守事項を定め、又は変更するときは、保護観察
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所の長の申出を要しないものとする。

４ 地方委員会は、保護観察付一部猶予者について、刑法第２７条の２の規

定による猶予の期間の開始の時までに、法務省令で定めるところにより、

決定をもって、特別遵守事項（猶予期間中の保護観察における特別遵守事

項に限る。以下この項及び次条第４項において同じ。）を定め、又は変更

することができる。この場合において、仮釈放中の保護観察付一部猶予者

について、特別遵守事項を定め、又は変更するときは、保護観察所の長の

申出によらなければならない。

５ 保護観察所の長は、刑法第２５条の２第１項の規定により保護観察に付

されている保護観察付執行猶予者について、その保護観察の開始に際し、

法務省令で定めるところにより、同項の規定により保護観察に付する旨の

言渡しをした裁判所の意見を聴き、これに基づいて、特別遵守事項を定め

ることができる。

６ 保護観察所の長は、前項の場合のほか、保護観察付執行猶予者について、

法務省令で定めるところにより、当該保護観察所の所在地を管轄する地方

裁判所、家庭裁判所又は簡易裁判所に対し、定めようとする又は変更しよ

うとする特別遵守事項の内容を示すとともに、必要な資料を提示して、そ

の意見を聴いた上、特別遵守事項を定め、又は変更することができる。た

だし、当該裁判所が不相当とする旨の意見を述べたものについては、この

限りでない。

（生活行動指針）

第５６条 保護観察所の長は、保護観察対象者について、保護観察における

指導監督を適切に行うため必要があると認めるときは、法務省令で定める

ところにより、当該保護観察対象者の改善更生に資する生活又は行動の指

針（以下「生活行動指針」という。）を定めることができる。

２ 保護観察所の長は、前項の規定により生活行動指針を定めたときは、法

務省令で定めるところにより、保護観察対象者に対し、当該生活行動指針

の内容を記載した書面を交付しなければならない。

３ 保護観察対象者は、第１項の規定により生活行動指針が定められたとき

は、これに即して生活し、及び行動するよう努めなければならない。

（指導監督の方法）

第５７条 保護観察における指導監督は、次に掲げる方法によって行うもの

とする。

一 面接その他の適当な方法により保護観察対象者と接触を保ち、その行
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状を把握すること。

二 保護観察対象者が一般遵守事項及び特別遵守事項（以下「遵守事項」

という。）を遵守し、並びに生活行動指針に即して生活し、及び行動す

るよう、必要な指示その他の措置をとること。

三 特定の犯罪的傾向を改善するための専門的処遇を実施すること。

２ 保護観察所の長は、前項の指導監督を適切に行うため特に必要があると

認めるときは、保護観察対象者に対し、当該指導監督に適した宿泊場所を

供与することができる。

（補導援護の方法）

第５８条 保護観察における補導援護は、保護観察対象者が自立した生活を

営むことができるようにするため、その自助の責任を踏まえつつ、次に掲

げる方法によって行うものとする。

一 適切な住居その他の宿泊場所を得ること及び当該宿泊場所に帰住する

ことを助けること。

二 医療及び療養を受けることを助けること。

三 職業を補導し、及び就職を助けること。

四 教養訓練の手段を得ることを助けること。

五 生活環境を改善し、及び調整すること。

六 社会生活に適応させるために必要な生活指導を行うこと。

七 前各号に掲げるもののほか、保護観察対象者が健全な社会生活を営む

ために必要な助言その他の措置をとること。

（保護観察の実施者）

第６１条 保護観察における指導監督及び補導援護は、保護観察対象者の特

性、とるべき措置の内容その他の事情を勘案し、保護観察官又は保護司を

して行わせるものとする。

２ 前項の補導援護は、保護観察対象者の改善更生を図るため有効かつ適切

であると認められる場合には、更生保護事業法（平成７年法律第８６号）

の規定により更生保護事業を営む者その他の適当な者に委託して行うこと

ができる。

（応急の救護）

第６２条 保護観察所の長は、保護観察対象者が、適切な医療、食事、住居

その他の健全な社会生活を営むために必要な手段を得ることができないた

め、その改善更生が妨げられるおそれがある場合には、当該保護観察対象
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者が公共の衛生福祉に関する機関その他の機関からその目的の範囲内で必

要な応急の救護を得られるよう、これを援護しなければならない。

２ 前項の規定による援護によっては必要な応急の救護が得られない場合に

は、保護観察所の長は、予算の範囲内で、自らその救護を行うものとする。

３ 前項の救護は、更生保護事業法の規定により更生保護事業を営む者その

他の適当な者に委託して行うことができる。

４ 保護観察所の長は、第１項又は第２項の規定による措置をとるに当たっ

ては、保護観察対象者の自助の責任の自覚を損なわないよう配慮しなけれ

ばならない。

（少年法第２４条第１項第１号の保護処分の期間）

第６６条 保護観察処分少年に対する保護観察の期間は、当該保護観察処分

少年が２０歳に達するまで（その期間が２年に満たない場合には、２年）

とする。ただし、第６８条第３項の規定により保護観察の期間が定められ

たときは、当該期間とする。

（収容中の者に対する生活環境の調整）

第８２条 保護観察所の長は、刑の執行のため刑事施設に収容されている者

又は刑若しくは保護処分の執行のため少年院に収容されている者（以下こ

の条において「収容中の者」と総称する。）について、その社会復帰を円

滑にするため必要があると認めるときは、その者の家族その他の関係人を

訪問して協力を求めることその他の方法により、釈放後の住居、就業先そ

の他の生活環境の調整を行うものとする。

２ 地方委員会は、前項の規定による調整が有効かつ適切に行われるよう、

保護観察所の長に対し、調整を行うべき住居、就業先その他の生活環境に

関する事項について必要な指導及び助言を行うほか、同項の規定による調

整が複数の保護観察所において行われる場合における当該保護観察所相互

間の連絡調整を行うものとする。

３ 地方委員会は、前項の措置をとるに当たって必要があると認めるときは、

収容中の者との面接、関係人に対する質問その他の方法により、調査を行

うことができる。

４ 第２５条第２項及び第３６条第２項の規定は、前項の調査について準用

する。

（保護観察付執行猶予の裁判確定前の生活環境の調整）

第８３条 保護観察所の長は、刑法第２５条の２第１項の規定により保護観
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察に付する旨の言渡しを受け、その裁判が確定するまでの者について、保

護観察を円滑に開始するため必要があると認めるときは、その者の同意を

得て、前条第１項に規定する方法により、その者の住居、就業先その他の

生活環境の調整を行うことができる。

（更生緊急保護）

第８５条 この節において「更生緊急保護」とは、次に掲げる者が、刑事上

の手続又は保護処分による身体の拘束を解かれた後、親族からの援助を受

けることができず、若しくは公共の衛生福祉に関する機関その他の機関か

ら医療、宿泊、職業その他の保護を受けることができない場合又はこれら

の援助若しくは保護のみによっては改善更生することができないと認めら

れる場合に、緊急に、その者に対し、金品を給与し、又は貸与し、宿泊場

所を供与し、宿泊場所への帰住、医療、療養、就職又は教養訓練を助け、

職業を補導し、社会生活に適応させるために必要な生活指導を行い、生活

環境の改善又は調整を図ること等により、その者が進んで法律を守る善良

な社会の一員となることを援護し、その速やかな改善更生を保護すること

をいう。

一 懲役、禁錮又は拘留の刑の執行を終わった者

二 懲役、禁錮又は拘留の刑の執行の免除を得た者

三 懲役又は禁錮につき刑の全部の執行猶予の言渡しを受け、その裁判が

確定するまでの者

四 前号に掲げる者のほか、懲役又は禁錮につき刑の全部の執行猶予の言

渡しを受け、保護観察に付されなかった者

五 懲役又は禁錮につき刑の一部の執行猶予の言渡しを受け、その猶予の

期間中保護観察に付されなかった者であって、その刑のうち執行が猶予

されなかった部分の期間の執行を終わったもの

六 訴追を必要としないため公訴を提起しない処分を受けた者

七 罰金又は科料の言渡しを受けた者

八 労役場から出場し、又は仮出場を許された者

九 少年院から退院し、又は仮退院を許された者（保護観察に付されてい

る者を除く。）

２ 更生緊急保護は、その対象となる者の改善更生のために必要な限度で、

国の責任において、行うものとする。

３ 更生緊急保護は、保護観察所の長が、自ら行い、又は更生保護事業法の

規定により更生保護事業を営む者その他の適当な者に委託して行うものと

する。
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４ 更生緊急保護は、その対象となる者が刑事上の手続又は保護処分による

身体の拘束を解かれた後６月を超えない範囲内において、その意思に反し

ない場合に限り、行うものとする。ただし、その者の改善更生を保護する

ため特に必要があると認められるときは、更に６月を超えない範囲内にお

いて、これを行うことができる。

５ 更生緊急保護を行うに当たっては、その対象となる者が公共の衛生福祉

に関する機関その他の機関から必要な保護を受けることができるようあっ

せんするとともに、更生緊急保護の効率化に努めて、その期間の短縮と費

用の節減を図らなければならない。

６ 更生緊急保護に関し職業のあっせんの必要があると認められるときは、

公共職業安定所は、更生緊急保護を行う者の協力を得て、職業安定法（昭

和２２年法律第１４１号）の規定に基づき、更生緊急保護の対象となる者

の能力に適当な職業をあっせんすることに努めるものとする。

（更生緊急保護の開始等）

第８６条 更生緊急保護は、前条第１項各号に掲げる者の申出があった場合

において、保護観察所の長がその必要があると認めたときに限り、行うも

のとする。

２ 検察官、刑事施設の長又は少年院の長は、前条第１項各号に掲げる者に

ついて、刑事上の手続又は保護処分による身体の拘束を解く場合において、

必要があると認めるときは、その者に対し、この節に定める更生緊急保護

の制度及び申出の手続について教示しなければならない。

３ 保護観察所の長は、更生緊急保護を行う必要があるか否かを判断するに

当たっては、その申出をした者の刑事上の手続に関与した検察官又はその

者が収容されていた刑事施設（労役場に留置されていた場合には、当該労

役場が附置された刑事施設）の長若しくは少年院の長の意見を聴かなけれ

ばならない。ただし、仮釈放の期間の満了によって前条第１項第１号に該

当した者又は仮退院の終了により同項第９号に該当した者については、こ

の限りでない。
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